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事務事業評価表（実施計画及び主要事業）

　事務事業評価表とは

※　実施計画とは

　「事務事業評価」と評価表の見方

　事務事業評価表は、基本事業を実現するための具体的な手段である「事務事業」について、上位施
策の成果向上や目標達成に貢献しているか、より効果的な手法はないか、コストの妥当性や効率性は
どうかといった項目について、年度ごとの予算・決算の状況を反映し、市が評価し、作成したものです。
　年度ごとに評価を行うことで、事業進捗状況を確認するとともに、事業における手段の改革、改善を
検討することに繋がっています。

「実施計画」は、総合計画を具体的に推進していくために毎年度策定する事業計画で、当該年度の

行財政経営資源(財源、人員等)を重点的に配分し取り組む主要な事業を選定し、とりまとめたもので

す。当初、３年間の事業計画とする予定でしたが、東日本大震災後の状況変化が著しいことから、毎

年度見直しを行っています。

　また、当初予算策定時だけでなく、補正予算の都度、追加及び見直しを行っています。

実施計画事業（※）及び主要事業（総合計画に定める「基本事業」に大きく貢献する事業）を掲載

しています。

これは、事務事業の目的達成がまちづくりに貢献するかどうかを総合計画の政策体系の中で検証し
ていく仕組みであり、総合計画の政策や施策、そして事務事業がどのような状態を目指しているのかを
わかりやすく簡潔に表すための仕組みでもあります。

Ⅴ

１

２

事務事業をより効果的、効率的に実施するためには、意図（事業実施により、対象をどのような状態
にしたいのか）と対象（誰に対して事業を行うのか）を明確にすることが重要となります。
この報告書では、「事務事業評価」として、総合計画に位置付けている主要な事業について、事業の
経過、当該年度の取組み内容や対象指標、活動指標、成果指標及び事業費の推移、また、それを踏
まえた評価結果を示しています。

○掲載事業

事務事業の目的と手段

誰・何が変わることを目指しているのか？対象

意図

手段

対象がどのような状態になることを目指しているのか？

対象が意図の状態になるために何をするのか？

目
的

政策

（７）

基本事業
（１１２）

事務事業
（約８００）

施策
（３２）

多賀城市総合計画

施策・基本事業評価
・進捗度評価の視点
・優先度評価の視点

事務事業評価
・成果状況 ・成果向上余地
・効率性 ・改革、改善

まちづくり報告書
（総合計画
進捗状況報告）

事務事業評価表

施策別
評価

主要な施策の成果に
関する報告書

主要な施策の成果に関する報告書
９＜その３＞
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政策 １　 安全で快適に暮らせるまち ＜安全・快適分野＞

▽ 政策を実現する手段 8 施策

□施策 災害対策の推進

防災への取組によって、市民が安心して生活できます。

▼ 施策を実現する手段 6 基本事業

防災意識の向上

地域防災力の向上

建物の耐震化の推進

浸水対策の推進

災害支援体制の推進

津波対策の推進

＜施策別計画の見方＞

　総合計画では、７つの政策の実現に向けた「政策－施策－基本事業－事務事業」という階層
的な体系とし、それぞれに目指す姿（実現したい状態）及び成果指標（実現具合を測るものさし）
を設定しています。
　事務事業は基本事業を実現するための具体的な手段であり、基本事業は施策を実現するた
めの具体的手段であることから、施策と基本事業の目指す姿や成果指標についても示していま
す。

1-1-6 津波対策の推進 津波対策が進んでいます。
津波防御施設の整備割合

避難可能区域の割合

1-1-5

1-1-4 浸水対策の推進 浸水被害が軽減されています。 下水道雨水面的整備率 54.0%
防災情報送受信システムの不具合件数 0件/年

災害支援体制の推進
災害発生時の適切な情報伝達、
支援体制が確立されています。 災害用備蓄品の備蓄率 100%

1-1-3
建物の耐震化の推
進

耐震化により市有建築物等の安
全が確保されています。

1-1-2

→

自主防災組織率 100%

消防団充足率

災害への備えをしている世帯割合 →

地域防災力の向上
地域の防災力が向上し、助けあ
えます。

災害時に地域で助けあいができると思う
市民割合

95.0%

基本事業 1-1-6

▼基本事業　 目指す姿

1-1-1 防災意識の向上
一人ひとりが災害への備えをし
ています。

指標名 R2目標値

基本事業 1-1-2

基本事業 1-1-3

基本事業 1-1-4

基本事業 1-1-5

基本事業 1-1-1

まち（市民、地域、行政）の防災に対
する備えが整っていると思う市民割
合（成果）

59.1% ↑

まちづくりアンケートで、「行政の防災に対す
る備え」「災害から自らの身を守るための準
備」「災害時に地域で助け合いができる環境」
の３つの設問について回答した市民の平均値

1-1

■施策の目指す姿

■施策の成果指標 H26現状値 R2目標値 指標の説明

100%

100%
100%

避難道路の整備割合

より実践的な防災の取組を実施している
地域割合

↑

市有建築物の耐震化率 100%

耐震化を実施した世帯（累計）
5年間で
120世帯

●Ｈ２６現状値 ・・・平成２７年２月に実施し
たまちづくりアンケートや業務データから取得

しています。

●Ｒ２目標値・・・後期計画（令和２年度）の
目標値です。Ｈ２６現状値を基準として設定し

ました。

●政策・・・将来都市像を実現するための７つの柱です。

●目標値・・・目標値は、次の３つのパターンで表しています。

①「数値」 業務データから現状値を把握するもの

②「矢印」 目標値を数値で表しにくいもの（アンケートによる把握、取得方法変更等）
と現状維持のもの

③「－」 社会・経済情勢等の影響が大きい社会指標や目標設定がなじまない代替指
標としているもの

●成果指標・・・施策や基本事業の目指す姿の実現具合を測る
ものさしとして設定している成果指標は、その特性により次の３つ

に区分しています。

①成果・・・目指す姿の実現具合を示すものです。

②社会・・・状況を示すものですが、行政の関与よりも社会・経
済情勢等の影響が大きいものです。

③代替・・・成果の指標化が難しい場合に、代替指標として行政
の活動量等を設定したものです。

●基本事業・・・「施策の目指す姿」を実現
するための手段です。これらを実現するため

に、右頁のような「事務事業」を行っています。

●施策・・・政策を実現するための手段です。

●施策の目指す姿・・・この施策によって実
現したい状態を表しています。
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主要 ［999］ （事項別明細書　　ページ）

○ ○

事務事業の改善改革経過、全体計画

手段（31年度の取り組み）

○活動指標、成果指標、事業費の推移

○これまでの取り組みの評価
□ 順調である

□ 概ね順調である

□ 順調ではない

□

□

□

付記事項

　基本事業を実現する手段である事務事業のうち、主要な事業について、事務事業評価により事業
の全容を行政評価の視点で記載しています。「目的はまちづくりにつながっているか」「目的はどの程
度達成されたのか」「手段は目的達成のために適切か」「コストは適切か」といった視点で評価・検討
を行い、業務改善へとつなげるものです。

＜事務事業評価表の見方＞

事務事業名称

指標名

総合戦略 担当係

担当部

担当課

会計

開始年度 終了年度 実施計画 復興計画

款 政　策
項 施　策
目 基本事業

事務事業の開始背景、根拠

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

意図（事業実施により対象をどのような状態にしたいのか）

区分 単位
29年度 30年度 31年度

実績 実績 実績

対象指標
Ａ

Ｂ

活動指標

Ｃ

Ｅ

Ｄ

成果指標
Ｆ

Ｇ

事
業
費

合計 千円

国支出金 千円
県支出金 千円
地 方 債 千円
そ の 他 千円
一般財源 千円

事
業
状
況

正職員人工数 人工

成
果
向
上

向上余地は大

向上余地は中

向上余地は小

トータルコスト 千円
正職員人件費 千円

●事項別明細書・・・それぞ
れの会計における事項別明細

書のページを記載しています。

●政策・施策・基本事業・・・第五
次多賀城市総合計画後期基本計画

における位置付けを記載しています。

●担当・・・令和２年度担当部
署を記載しています。

●会計・・・一般会計、特
別会計、事業会計の区分

●款項目・・・支出科目

●開始年度・終了年度・・・年度が
決まっている場合に記載しています。

●実施計画・復興計画・総合戦略・・・
該当する事業に「○」を付しています。

●対象・・・事務事業を通して市が働きかける、または
恩恵を受ける人や団体、場所などを記載しています。

●意図・・・事務事業を行うことにより、「対象」をどの
ような状態にしたいのかを記載しています。

●手段・・・この事務事業で当該年度に行った取組みで
す。また、主な特定財源のみ【○○補助金 国○/○】と
いうように、参考として記載しています。なお、復興交付

金事業については、採択された回等を記載しています。

●改善改革経過、全体計画・・・事務事業のこれまでの改善
改革等主な経過、全体計画（決定している場合）を記載していま

す。

●対象指標・・・対象の規模を示すものさしです。

●活動指標・・・事務事業の目的を達成するために、「市が何
をどれだけ行ったか」を測るためのものさしです。

●成果指標・・・「事務事業の目的がどれだけ達成されたのか
（対象が意図の状態にどれだけ近づいたのか）」を測るものさし

です。ただし、成果指標を設定するのが難しいため代替的に設

定している場合は、指標名の前に「代替」と記載しています。

●事業費・・・コスト推移の目安
として、事業費及び財源内訳を

千円単位で記載しています。「そ

の他」には、繰越や使用料等、他

の欄に該当しない財源をまとめ

ています。

●人件費・・・正職員人工数×
平均人件費（給与費に保険等

の事業主負担分を含めた１人

当たり平均雇用コスト８００万

円）により算定しています。

●トータルコスト・・・事業費に、
正職員人件費を加えたものです。

●事業状況・・・「意図」欄又は「成果指標」に係る
計画値に対する達成度合いからみた事務事業の進

捗状況を記載しています。

●成果向上・・・事業展開の工夫によって、意図又は成果指
標に係る向上の見込みを記載しています。
平成３１年度に終了した事業については、原則として「向上余
地は小」を選択しています。

●事務事業の開始背景、根拠・・・複数の予算科目を合
算している事務事業については、【この事務事業は○○と

○○を合わせた事業です】と記載しています。

●付記事項・・・補足説明などを記載しています。
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事務事業一覧

主要な施策として本報告書に事務事業評価表を掲載している事務事業の一覧です。

（平成３1年度　主要な施策）

【政策１】 安全で快適に暮らせるまち

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

31年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

01 01 01 危険ブロック塀等除却補助事業 都市計画課 一般 08 04 01 実計 1,488 13 86
01 01 02 自主防災組織支援事業 交通防災課 一般 09 01 03 実計 1,130 14 92
01 01 03 市庁舎耐震対策等事業 管財課 一般 02 01 07 実計 132,515 15 42
01 01 03 木造住宅耐震改修補助事業 都市計画課 一般 08 05 02 実計 7,238 16 90
01 01 04 浸水対策下水道整備事業（復興交付金事業） 施設整備課 下水 02 01 01 実計 2,220,727 17 特72
01 01 04 浸水対策下水道整備事業（復興交付金事業を除く） 施設整備課 下水 02 01 01 実計 139,375 18 特72
01 01 04 仙台市雨水排水施設建設事業負担金 施設整備課 下水 02 01 01 23,470 19 特72
01 01 04 雨水施設ストックマネジメント事業 施設整備課 下水 02 01 01 実計 350,100 20 特72
01 01 04 雨水流出抑制施設整備事業 施設整備課 下水 02 01 01 実計 150 21 特72
01 01 05 防災情報管理事業 交通防災課 一般 09 01 03 実計 22,714 22 92
01 01 05 災害用備蓄品整備事業 交通防災課 一般 09 01 03 実計 13,761 23 92
01 01 06 緊急避難路・物流路（清水沢多賀城線）整備事業 復興建設課 一般 08 04 02 実計 1,812,690 24 86
01 01 06 緊急避難路・物流路（笠神八幡線）整備事業 復興建設課 一般 08 02 03 実計 520,261 25 84
01 01 06 緊急避難路・物流路（笠神八幡線）周辺整備事業 復興建設課 一般 08 02 03 実計 18,872 26 84
01 01 06 多賀城防災緑地整備事業 復興建設課 一般 08 04 03 実計 110,260 27 88
01 01 99 総合防災訓練事業 交通防災課 一般 09 01 03 実計 117 28 92
01 02 02 防犯街路灯整備事業 交通防災課 一般 02 01 11 実計 13,219 30 46
01 03 01 消費生活相談事業 生活環境課 一般 07 01 03 4,819 32 80
01 03 99 市民持込み食材放射能測定事業 生活環境課 一般 04 01 01 実計 302 33 68
01 04 01 交通安全指導員事業 交通防災課 一般 02 01 10 実計 12,824 35 44
01 05 01 （都）南宮北福室線道路改築事業 復興建設課 一般 08 02 03 実計 28,160 37 84
01 05 01 内水排除困難地域側溝整備事業 復興建設課 一般 08 02 03 実計 165,743 38 84
01 05 01 道路舗装補修事業 道路公園課 一般 08 02 03 実計 33,693 39 84
01 05 02 橋りょう維持補修事業 道路公園課 一般 08 02 04 実計 176,128 40 84
01 05 03 多賀城市公共交通運行事業 市長公室 一般 02 01 08 実計 29,906 41 44
01 06 02 歴史的風致維持向上計画推進事業 都市計画課 一般 08 04 01 実計 15,219 43 86
01 06 03 中央公園整備事業 復興建設課 一般 08 04 03 実計 0 44 88
01 07 02 商業機能集積補助事業 商工観光課 一般 07 01 02 実計 2,400 46 78
01 08 01 鉛製給水管解消事業 施設整備課 上水 01 01 02 実計 15,983 48 -
01 08 02 配水管整備事業（管路耐震化） 施設整備課 上水 01 01 01 実計 155,086 49 -
01 08 02 重要基幹管路付属施設更新事業 施設整備課 上水 01 01 01 実計 212,889 50 -
01 08 02 施設設備更新事業 施設整備課 上水 01 01 01 実計 61,493 51 -

32 事業

３

※主要事業とは、総合計画に定める「基本事業」に大きく貢献する事業です。

※各事業は、令和２年度の担当課で記載しています。

掲載事業
１２５ １１３

主要事業

１２
実施計画事業
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【政策２】 元気で健やかに暮らせるまち

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

31年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

02 02 01 特定保健指導事業 健康課 国保 06 01 03 実計 6,084 56 特20
02 02 02 特定健康診査事業 健康課 国保 06 01 02 実計 38,964 57 特18
02 02 03 １歳児育児体験事業 健康課 一般 04 01 01 実計 663 58 68
02 02 03 子育て世代包括支援センター母子健康包括支援事業 健康課 一般 04 01 01 実計 6,478 59 68
02 02 03 特定不妊治療費助成事業 健康課 一般 04 01 01 実計 3,437 60 68
02 03 01 公立保育所運営管理事業 保育課 一般 03 02 02 実計 233,648 62 62
02 03 01 公立保育所再編事業 保育課 一般 03 02 02 実計 2,804 63 62
02 03 01 教育・保育施設等給食食材放射能測定検査実施事業 保育課 一般 03 02 02 実計 853 64 62
02 03 01 施設型給付費等支給事業 保育課 一般 03 02 02 実計 1,620,924 65 62
02 03 01 教育・保育施設等整備推進事業 保育課 一般 03 02 02 実計 24,000 66 62
02 03 01 保育士宿舎借上げ支援事業 保育課 一般 03 02 02 実計 1,956 67 62
02 03 02 放課後児童健全育成事業 子育て支援課 一般 03 02 06 実計 128,271 68 64
02 03 02 子育てサポートセンター運営管理事業 子育て支援課 一般 03 02 01 実計 43,336 69 62
02 03 02 子育て世代包括支援センター推進事業 子育て支援課 一般 03 02 01 実計 487 70 62
02 03 03 家庭相談事業 子育て支援課 一般 03 02 01 実計 9,878 71 62
02 03 04 子ども医療費助成事業 国保年金課 一般 03 02 05 245,151 72 64
02 05 01 障害者自立支援給付事業 社会福祉課 一般 03 01 02 実計 888,389 75 58
02 05 02 こころの強化促進事業 社会福祉課 一般 03 01 02 実計 316 76 58
02 05 03 児童発達支援センター管理運営事業 社会福祉課 一般 03 02 03 実計 93,422 77 64
02 06 02 生活保護適正実施推進事業 生活支援課 一般 03 03 01 15,089 79 66
02 06 02 生活保護扶助事業 生活支援課 一般 03 03 02 1,227,934 80 66
02 06 04 被災者生活再建支援事業 生活支援課 一般 03 04 01 実計 25,797 81 66
02 06 04 復興支えあい事業 生活支援課 一般 03 04 01 実計 29,140 82 66
02 06 04 被災者支援総合事業 生活支援課 一般 03 01 01 実計 19,323 83 56
02 06 04 災害援護資金貸付金管理事業 生活支援課 一般 03 01 01 1,677 84 56
02 06 05 生活困窮者自立支援事業 生活支援課 一般 03 01 01 13,262 85 56
02 06 99 エンディングプラン・サポート事業 生活支援課 一般 03 01 01 実計 11 86 56

27 事業
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【政策３】 歴史・文化を継承し豊かな心を育むまち

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

31年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

03 01 01 学校支援地域本部事業 生涯学習課 一般 10 04 02 実計 527 89 100
03 01 01 防災キャンプによる地域教育力向上事業 生涯学習課 一般 10 04 01 実計 320 90 98
03 01 02 放課後子ども教室推進事業 生涯学習課 一般 10 04 02 実計 6,684 91 100
03 01 99 施設等利用費支給事業（幼稚園） 保育課 一般 10 01 02 実計 153,932 92 92
03 02 02 外国語活動指導支援事業 教育総務課 一般 10 01 02 実計 23,871 94 92
03 02 02 特別支援教育支援事業［小学校］ 教育総務課 一般 10 02 01 実計 24,317 95 94
03 02 02 特別支援教育支援事業［中学校］ 教育総務課 一般 10 03 01 実計 10,925 96 96
03 02 02 小学校理科支援事業 教育総務課 一般 10 02 01 実計 2,765 97 94
03 02 02 多賀城学習個別支援事業 教育総務課 一般 10 02 01 実計 6,532 98 94
03 02 02 自主学習支援事業 教育総務課 一般 10 01 02 実計 838 99 92
03 02 02 多賀城市・太宰府市中学生交流事業 教育総務課 一般 10 03 02 実計 1,642 100 98
03 02 03 学校給食調理事業 学校給食センター 一般 10 05 02 実計 381,089 101 106
03 02 03 設備、器具等維持管理事業 学校給食センター 一般 10 05 02 実計 48,007 102 106
03 02 03 学校給食放射性物質測定検査事業 学校給食センター 一般 10 05 02 実計 1,874 103 106
03 02 04 スクールカウンセラー活用調査研究事業 教育総務課 一般 10 03 01 実計 245 104 96
03 02 04 スクールソーシャルワーカー活用事業 教育総務課 一般 10 03 01 実計 3,611 105 96
03 02 04 学校適応アセスメント検査事業 教育総務課 一般 10 01 02 実計 4,326 106 92
03 02 04 子どもの心のケアハウス運営事業 教育総務課 一般 10 01 02 実計 11,475 107 92
03 02 05 小学校環境整備事業 教育総務課 一般 10 02 01 実計 302,676 108 94
03 02 05 学校ＩＣＴ整備事業［小学校］ 教育総務課 一般 10 02 02 実計 17,838 109 96
03 02 05 中学校環境整備事業 教育総務課 一般 10 03 01 実計 158,508 110 96
03 02 05 学校ＩＣＴ整備事業［中学校］ 教育総務課 一般 10 03 02 実計 14,748 111 98
03 02 99 学校給食費管理事業 教育総務課 一般 10 01 02 実計 2,481 112 92
03 03 04 文化センター管理運営事業 生涯学習課 一般 10 04 08 123,308 114 104
03 03 04 文化センター改修事業 生涯学習課 一般 10 04 08 実計 10 115 104
03 03 05 市立図書館管理運営事業 生涯学習課 一般 10 04 06 実計 299,906 116 102
03 04 02 多賀城市社会体育施設等管理運営事業 生涯学習課 一般 10 05 01 117,165 118 106
03 04 02 多賀城市総合体育館改修事業 生涯学習課 一般 10 05 01 実計 13 119 106
03 05 01 埋蔵文化財緊急調査事業（復興交付金） 埋蔵文化財調査センター 一般 10 04 09 実計 27,215 121 104
03 05 01 埋蔵文化財調査受託事業（大区画ほ場整備促進事業） 埋蔵文化財調査センター 一般 10 04 09 実計 91,460 122 104
03 05 02 特別史跡多賀城跡復元整備事業 文化財課 一般 10 04 04 実計 187,840 123 100
03 05 03 埋蔵文化財調査センター改修事業 埋蔵文化財調査センター 一般 10 04 09 実計 49,600 124 104
03 05 03 埋蔵文化財調査センター体験館改修事業 埋蔵文化財調査センター 一般 10 04 09 実計 3,520 125 104

33 事業

【政策４】 環境を大切にする心を育むまち

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

31年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

04 01 01 環境講座事業 生活環境課 一般 04 01 06 実計 2,876 129 72
04 02 01 環境調査事業 生活環境課 一般 04 01 06 実計 11,589 131 72
04 02 02 宮城県仙塩流域下水道施設建設事業負担金 企業経営課 下水 02 01 02 14,054 132 特72
04 02 02 汚水施設ストックマネジメント事業 施設整備課 下水 02 01 01 実計 19,982 133 特72
04 02 99 七ヶ浜町公園墓地蓮沼苑使用負担金 生活環境課 一般 04 01 05 実計 32,500 134 72
04 02 99 下水道事業公営企業化適用事業 企業経営課 下水 01 01 01 実計 16,618 135 特68
04 03 01 ごみ減量・分別促進事業 生活環境課 一般 04 02 01 実計 4,778 137 72

7 事業
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【政策５】 集い　つながり　活気あふれるまち

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

31年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

05 01 01 経営所得安定対策事業 農政課 一般 06 01 03 6,121 141 76
05 01 02 大区画ほ場整備促進事業 農政課 一般 06 01 03 実計 226,238 142 76
05 01 02 宝堰用水路整備推進事業 農政課 一般 06 01 03 実計 26,220 143 76
05 02 01 多賀城グルメブランド拡大戦略事業 商工観光課 一般 07 01 04 実計 5,000 145 80
05 02 03 事業復興型雇用創出事業 商工観光課 一般 05 01 01 実計 2,975 146 74
05 03 01 多賀城市津波復興拠点整備事業 震災復興推進局 一般 02 01 12 実計 385,178 148 46
05 03 02 企業・創業支援事業 商工観光課 一般 07 01 02 実計 2,720 149 78
05 03 02 減災技術創出・集積促進事業 商工観光課 一般 07 01 02 実計 89 150 78
05 04 99 多賀城市観光協会補助事業 商工観光課 一般 07 01 04 実計 10,314 152 80

9 事業

【政策６】 心がかよう地域の絆を育むまち

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

31年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

06 01 02 コミュニティ助成事業 地域コミュニティ課 一般 02 01 08 実計 5,161 155 44
06 01 02 被災自治会・町内会再生事業 地域コミュニティ課 一般 02 01 01 実計 8,949 156 38
06 01 03 地区集会所整備補助事業 地域コミュニティ課 一般 02 01 21 実計 5,012 157 48
06 01 04 区長設置事業 地域コミュニティ課 一般 02 01 21 20,330 158 48
06 01 04 地域経営構築事業 地域コミュニティ課 一般 02 01 01 実計 654 159 38
06 02 01 さんみらい多賀城イベントプラザ管理運営事業 地域コミュニティ課 一般 02 01 01 実計 11,980 161 38
06 02 02 市民活動サポートセンター管理運営事業 地域コミュニティ課 一般 02 01 01 実計 47,023 162 38
06 02 99 市民文化創造・交流プロジェクト推進事業 市長公室 一般 02 01 08 実計 5,397 163 44

8 事業

【政策７】 理解と信頼で進める自律したまち

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当 会計 款 項 目
実施
計画

31年度
決算額
(千円単位)

掲載頁
事項別
明細書
頁

07 01 03 県議会議員選挙事業 選挙管理委員会事務局 一般 02 04 04 実計 17,490 167 52
07 01 03 市議会議員選挙事業 選挙管理委員会事務局 一般 02 04 05 実計 11,284 168 54
07 01 03 参議院議員選挙事業 選挙管理委員会事務局 一般 02 04 03 実計 22,886 169 52
07 02 02 震災対応職員受入等事業 総務課 一般 02 01 01 実計 132,733 171 38
07 03 01 総合計画策定事業 市長公室 一般 02 01 08 実計 1,190 173 44
07 03 99 歴史都市多賀城付加価値創出事業 市長公室 一般 02 01 08 実計 16,020 174 44
07 03 99 多賀城創建１３００年記念関連事業 市長公室 一般 02 01 08 実計 2 175 44
07 03 99 就業等移住者支援金助成事業 市長公室 一般 02 01 08 実計 0 176 44
07 03 99 友好都市交流推進事業 地域コミュニティ課 一般 02 01 08 実計 2,920 177 44

9 事業
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【施策】

5-1 農業の振興

5-2 商工業の振興
5-3 企業誘致の推進
5-4 観光の振興

集い つながり 活気
あふれるまち＜産業分野＞

政 策
５

心がかよう地域の絆を
育むまち＜地域経営分野＞

【施策】

6-1 地域コミュニティの充実

6-2 市民活動の充実
6-3 開かれた市政の推進

政 策

６

理解と信頼で進める
自律したまち
＜行政経営分野＞

【施策】

7-1 適正な事務の執行と

サービスの提供
7-2 組織・人事マネジメント

7-3 効果的・効率的な行財政
経営の推進

政 策
７

政策

３

【施策】

3-1 学校・家庭・地域の連携

による教育力の向上
3-2 学校教育の充実

3-3 生涯学習の推進
3-4 市民スポーツ社会の推進
3-5 文化財の保護と活用

歴史・文化を継承し
豊かな心を育むまち
＜教育文化分野＞

政 策

３

元気で健やかに暮らせる
まち＜健康福祉分野＞

【施策】
2-1 地域福祉の推進
2-2 健康づくりの推進
2-3 子育て支援の充実
2-4 高齢者福祉の推進
2-5 障害者（児）福祉の推進

2-6 社会保障等の充実

政 策
２

環境を大切にする心を
育むまち＜環境分野＞

政 策

４

【施策】

4-1 環境との共生
4-2 生活環境の保全
4-3 資源循環型社会の形成

安全で快適に暮らせる
まち＜安全・快適分野＞

【施策】

1-1 災害対策の推進

1-2 防犯対策の推進
1-3 安全な消費生活の確保

1-4 交通安全対策の推進
1-5 交通環境の充実

1-6 市域の整備
1-7 中心市街地の整備
1-8 安全で安定した水の供給

政 策
１
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政策 １ 安全で快適に暮らせるまち ＜安全・快適分野＞

▽ 政策を実現する手段 8 施策

□施策 災害対策の推進

防災への取組によって、市民が安心して生活できます。

▼ 施策を実現する手段 6 基本事業

防災意識の向上

地域防災力の向上

建物の耐震化の推進

浸水対策の推進

災害支援体制の推進

津波対策の推進

100%
1-1-6 津波対策の推進 津波対策が進んでいます。

避難可能区域の割合

1-1

■施策の目指す姿

■施策の成果指標 H26現状値 R2目標値 指標の説明

基本事業 1-1-5

まち（市民、地域、行政）の防災に対する備
えが整っていると思う市民割合（成果）

59.1% ↑

まちづくりアンケートで、「行政の防災に対
する備え」「災害から自らの身を守るための
準備」「災害時に地域で助け合いができる環
境」の３つの設問について回答した市民の平
均値

基本事業 1-1-1

基本事業 1-1-2

基本事業 1-1-3

基本事業 1-1-4

95.0%

基本事業 1-1-6

▼基本事業　 目指す姿

1-1-1

指標名 R2目標値

1-1-2

→

自主防災組織率 100%

消防団充足率

災害への備えをしている世帯割合 →

地域防災力の向
上

地域の防災力が向上し、助けあえ
ます。

災害時に地域で助け合いができると思
う市民割合

市有建築物の耐震化率 100%

より実践的な防災の取組を実施してい
る地域割合

↑

防災意識の向上
一人ひとりが災害への備えをして
います。

耐震化を実施した世帯（累計）
5年間で
120世帯

0件/年
災害用備蓄品の備蓄率 100%

1-1-4 浸水対策の推進 浸水被害が軽減されています。 下水道雨水面的整備率 54.0%

1-1-5
災害支援体制の
推進

災害発生時の適切な情報伝達、支
援体制が確立されています。

100%

防災情報送受信システムの不具合件数

消防水利設置率
災害時に職員として果たすべき役割や
初動を理解している職員割合

↑

津波防御施設の整備割合
避難道路の整備割合

100%
100%

1-1-3
建物の耐震化の
推進

耐震化により市有建築物等の安全
が確保されています。
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政策 １ 安全で快適に暮らせるまち ＜安全・快適分野＞

▽ 政策を実現する手段 8 施策

□施策 防犯対策の推進

犯罪にあわない、起こさせない地域社会がつくられています。

▼ 施策を実現する手段 2 基本事業

地域が支えあう社会づくり

都市を構成する施設の防犯機能の拡充

基本事業 1-2-1

まちづくりアンケートで、「住んでいる地域
が犯罪もなく、安心して暮らせる地域になっ
ていると思う」「どちらかといえばそう思
う」と回答した市民の割合

1-2

600件/年

■施策の成果指標 H26現状値 R2目標値

犯罪も少なく、安心して暮らせる地域になっ
ていると思う市民割合（成果）

69.6% ↑

615件/年

指標の説明

■施策の目指す姿

被害の届出、告訴、告発などにより、警察が
認知した事件の数

刑法犯認知件数（成果）

基本事業 1-2-2

▼基本事業　 目指す姿 指標名 R2目標値

1-2-1
地域が支えあう
社会づくり

犯罪から身を守るとともに、防犯
意識が高まっています。

防犯対策に取り組んでいる市民割合 ↑

防犯活動に取り組んでいる市民割合 ↑

夜間の防犯性を高める照明のLED電灯
普及率

30.0%
1-2-2

都市を構成する
施設の防犯機能
の拡充

都市を構成する施設の防犯機能が
高まっています。 5年間で

150件
防犯性を高める改善をした都市施設数
（累計）
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